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徳島県情報公開審査会答申第１０６号

第１ 審査会の結論

徳島県知事の決定は，妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書公開請求

平成２２年１月１２日，異議申立人は，徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条

例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき，徳島県知事（以下

「実施機関」という。）に対し，「○○工区に係る圃場整備工事（契約・保証金・協議

書・償還返済金書類）図面を含む関連書類（南部総合阿南 農林）」（電磁的記録）の

公文書公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２２年１月２６日，実施機関は，本件請求に係る公文書が不存在であることを

理由に，公文書公開請求拒否決定処分（以下「本件処分」という。）を行い，異議申

立人に通知した。

３ 異議申立て

平成２２年１月２９日，異議申立人は，本件処分を不服として，行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき，実施機関に対して異議申立てを行

った。

４ 諮問

平成２２年２月２３日，実施機関は，徳島県情報公開審査会（以下「当審査会」と

いう。）に対して，当該異議申立てにつき諮問（以下「本件事案」という。）を行った。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は，本件処分は，あきらかに違法であり速やかな公開を求める，

というものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人から提出された異議申立書，意見書及び陳述書を要約すると，異議申立

ての理由は，概ね次のとおりである。

(1)公開請求の時に，○○工区に係る圃場整備工事の成果書図面を見て特定し，一部

コピーを貰い確認し，その後情報公開請求したものであり，それが不存在は有り得

ない。
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(2)契約・覚書書・協議・工事書類がないのは納得できない。報告書類等が必ずある

はずである。

(3)○○工区に係る圃場整備工事に係る電磁的記録に関して，契約・保証書・協議書

・償還返済金書類・図面を含む書類を保有していないとして公開拒否したが，公図

図面等の成果書で地権者及び申立人に説明一部コピーしたものである。

(4)電子記録で工事金額を職員から聞いたものであり，無いとの回答は到底おかしい。

(5)審査会として，徹底した情報開示と法令遵守を切に願う。

(6)県職員の不正と情報隠し隠ぺい工作を阻む意味でも，職務怠慢職員の追放と排除

及び罰則・懲戒免職等を要請する。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関から提出された理由説明書及び当審査会での口頭による理由説明を要約す

ると，本件処分の理由については次のとおりである。

１ ○○工区に係る圃場整備工事として，①「Ｈ１０県ぽ△△○○工事(補正）」，②「Ｈ

１０県ぽ△△○○２工事（補正）」，③「Ｈ１１県ぽ△△○○３工事」，④「Ｈ１１県

ぽ△△○○４工事（県債）」及び⑤「Ｈ１１県ぽ△△○○補完工事(補正)」の５工事

を特定し，当該５工事に関する「契約書及び添付の図面等」を本件請求に係る文書と

判断した。

当該５工事については，平成１１年３月２５日に地区着工し，平成１３年３月２３

日に地区完成したことから，当該５件に関する「契約書及び添付の図面等」について

は，保存年限５年を経過しており，事務所内に不存在であるとも確認した。

このことについては，電磁的記録についても同様の判断をした。

２ 異議申立人が「公開請求の時に，○○工区に係る圃場整備工事の成果書図面を見て

特定し，一部コピーを貰い確認した」と主張している図面は，「確定測量図（登記分）

と管路図（管理用図面）」であり，「○○工区に係る圃場整備工事（契約・保証金・償

還返済金書類）図面を含む関連書類」ではない。

３ 以上により，本件請求対象公文書を保有していないため，条例第７条第２号に該当

するものと判断し，本件処分を行った。

第５ 審査会の判断

当審査会は，本件事案について審査した結果，次のとおり判断する。

１ 本件対象公文書について

当審査会から，実施機関に対し，本件対象公文書として考えられるものについて，

その確認を行ったところ，次の説明があった。

(1)本件請求に係る文書として実施機関の説明

ア 工事請負契約書

イ 保証証書（前払金保証）

ウ 工事請負契約書及び工事施行伺に添付している図面
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エ 工事工程表，施工体制台帳写し等契約時の提出書類

オ 土地改良区から□□への借入金償還表

(2)上記「(1)」文書に加え，異議申立人が本件対象公文書と主張する図面等に対す

る実施機関の説明

ア 確定測量図

ほ場整備事業では，従前地と換地後の土地の形状ががらりと変わるため，工事

後に確定測量を行い，換地計画書を作成して，法務局へ送付し，法務局では当該

計画書を元に登記簿及び公図を書き換えることとなる。

確定測量図は，換地後の土地の形状を測量した図面であり，当該確定測量図は

既に異議申立人に渡している。

イ 管路図

管路図については，パイプライン化された用水路を土地改良区が維持管理する

ため，どこに管が埋設されているか判るように平面図に管のルートを記載した図

面であり，破管等の水のトラブル時に早急にパイプラインの位置の特定を行い補

修する場合等に必要となる。

ウ 県営ほ場整備事業 △△地区 工区別事業費

○○工区全体の工事費に関するデータである。

(3)以上を踏まえ，上記「(1)」及び「(2)」文書について，その検証を行っていくこ

ととする。

２ 本件処分の妥当性について

(1)上記「１(1)ア～エ」

○○工区に係る圃場整備工事は，平成１１年３月２５日に地区着工し，平成１３

年３月２３日に地区完成したことから，本件請求時点においては，一般的には，公

文書管理規則に基づき，実施機関が定めた保存期間を満了している書類となるもの

である。

また，上記「２(1)」のとおり，本庁農林水産部耕地課（当時）において作成・

取得され，その後，南部総合県民局に移管されたものであることから，通常として，

文書において移管されたものと考えられ，当該電磁的記録を不存在とする実施機関

の説明に格別不自然・不合理な点があるとは認められないと判断する。

(2) 上記「１(1)オ」

上記「１(1)オ」については，□□から土地改良区に渡される書類であることか

ら，県が保有することはないという実施機関の説明には，格別不自然・不合理な点

はないものと判断できる。
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(3) 上記「１(2)ア」及び「同イ」

上記「１(2)ア」及び「同イ」の図面類については，通常として，紙媒体として

作成・利用されるものと考えられ，当該電磁的記録を不存在とする，実施機関の説

明に格別不自然・不合理な点があるとは認められないと判断する。

(4) 上記「１(2)ウ」

上記「１(2)ウ」に係る電磁的記録については，実施機関からの，職員個人の判

断により保存・廃棄でき，他の職員も利用していないもの，との説明からすると，

実施機関の職員が組織的に用いるものとは認めがたいことから，実施機関の本件処

分は妥当であるものと判断できる。

なお，実施機関の職員が作成した文書（電磁的記録）のうち，組織的に用いるも

のとならない文書(電磁的記録）の取扱いについては，今後，十分留意することが

必要である。

３ 異議申立人のその他の主張について

その他，異議申立人は，「県職員の不正と情報隠し隠ぺい工作を阻む意味でも，職

務怠慢職員の追放と排除及び罰則・懲戒免職等を要請する。」旨等，主張するが，当

審査会は，実施機関が行った公開等の決定につき，その妥当性を審議する機関であり，

当該事項について判断する立場にはない。

４ 結論

当審査会は，本件事案を厳正かつ客観的に検討した結果，冒頭の「第１ 審査会の

結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の処理経過

本件事案に係る当審査会の処理経過は，次のとおりである。

年 月 日 内 容

平成２２年 ２月２３日 諮問

３月２３日 実施機関からの理由説明書を受理

４月 １日 異議申立人からの意見書を受理

４月２３日 審議（第７７回審査会）

５月２１日 実施機関からの口頭理由説明，審議
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（第７８回審査会）

６月２４日 異議申立人からの陳述書，審議

（第７９回審査会）

７月２９日 審議（第８０回審査会）

９月 ８日 審議（第８１回審査会）

１０月１４日 審議（第８２回審査会）


